
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
　　　該当なし

 2. 重要な会計方針
　（1）有価証券の評価基準及び評価の方法
　　　　　該当なし

　（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　該当なし

　（3）固定資産の減価償却の方法
　　　　・有形固定資産・・・定額法
　　　　　　平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、残存価格を取得価格の10％ととして
　　　　　償却を行い、耐用年数j到来後も使用する場合は、備忘価額（1円）まで償却している。　　
　　　　　　平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、残存価額はゼロとし、償却累計額が
　　　　　当該資産の取得価額から備忘価額（1円）を控除した金額に達するまで償却している。
　　　　・無形固定資産・・・定額法
　　　　　　残存価額をゼロとし、取得価額全額を償却対象としている。

　（4）引当金の計上基準
　　　　･退職給付引当金・・・群馬県社会福祉協議会の法人積立金を基準として計上している。　　　　
　　　　･賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を
　　　　　　　　　　　　 計上している。

 3. 重要な会計方針の変更
　　　平成28年度より、社会福祉法人会計基準（平成23年7月23日厚生労働省関係局長連盟通知）に基づく
　　会計処理を行っている。

 4. 法人で採用する退職給付制度
　　　退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、群馬県社
会福祉協議会の退職共済制度によっている。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
　（1）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
　（2）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　（3）公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　（4）当法人において設定する事業区分、拠点区分及びサービス区分は以下のとおりとする。
　　社会福祉事業
　　　➀　たけのこ学園拠点区分
　　　　ア　入所支援事業
　　　　イ　生活介護事業
　　　　ウ　法人本部
　　　　エ　日中一時支援事業
　　　　オ　短期入所事業
　　　　カ　共同生活援助事業
　　　➁　くりのみ学園拠点区分
　　　　ア　就労継続支援B型
　　　　イ　生活介護事業
　　　　ウ　日中一時支援事業
　　　➂　へいせい学園拠点区分
　　　　ア　就労継続支援B型
　　　　イ　生活介護事業
　　　　ウ　日中一時支援事業
　　　④　利根沼田障害者相談支援センター拠点区分
　　　　ア　指定計画相談支援事業
　　　　イ　障害児相談支援事業　　　　
　　　⑤　障害福祉サービス事業所アルモニ拠点区分
　　　　ア　障害者就労移行支援事業
　　　　イ　就労継続支援B型
　　　　ウ　就労定着支援
　　　　エ　日中一時支援事業
　　　⑥　利根沼田子ども発達支援センターリズム拠点区分
　　　　ア　児童発達支援事業
　　　　イ　放課後等デイサービス事業
　　　　ウ　保育所等訪問支援事業
      ⑦　障害者生活支援センターはーもにー拠点区分

計算書類に対する注記(法人全体用)



　　　　ア　生活介護事業
　　　　イ　短期入所事業
　　公益事業
　　　➀　障害者就業・生活支援センターコスモス拠点区分
　　　　ア　就業・生活支援センター事業（就業）
　　　　イ　就業・生活支援センター事業（生活）
　　　　ウ　就業・生活支援センター事業（週末）
　　　②　利根沼田障害者相談支援センター拠点区分
　　　　ア　利根沼田障害者相談支援センター事業
　　　　イ　みなかみ町障害者虐待防止センター事業

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
　該当なし

 8. 担保に供している資産
　該当なし

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
　該当なし

14. 重要な後発事象
　該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

　該当なし
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